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(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

４ 第36期第３四半期連結累計期間、第36期第３四半期連結会計期間、並びに第36期の潜在株式調整後１株当た

り四半期(当期)純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。また、第37期第３四半期連結累計期間、並びに第37期第３四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第36期 

第３四半期 
連結累計期間

第37期
第３四半期 
連結累計期間

第36期
第３四半期 
連結会計期間

第37期 
第３四半期 
連結会計期間

第36期

会計期間

自  平成20年
    ４月１日 
至  平成20年 
    12月31日

自 平成21年
    ４月１日 
至  平成21年 
    12月31日

自 平成20年
    10月１日 
至  平成20年 
    12月31日

自 平成21年 
    10月１日 
至  平成21年 
    12月31日

自  平成20年
    ４月１日 
至  平成21年 
    ３月31日

売上高 (千円) 61,502,933 39,145,048 20,106,072 12,941,598 79,898,236

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) 7,757,272 △858,698 2,359,492 △8,483 9,260,068

四半期(当期)純利益又
は四半期純損失(△)

(千円) 4,062,086 △1,294,235 1,022,762 △79,405 4,303,568

純資産額 (千円) ― ― 35,995,104 33,031,014 36,169,396

総資産額 (千円) ― ― 53,083,691 45,909,956 54,230,657

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,076.34 990.45 1,081.85

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額又は
１株当たり四半期純損
失金額(△)

(円) 119.58 △39.04 30.48 △2.39 127.30

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 67.21 71.51 66.13

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 3,167,741 △2,766,830 ― ― 6,308,363

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 236,653 △40,960 ― ― 623,641

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △5,493,138 △1,789,637 ― ― △5,580,039

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 14,526,218 13,340,896 17,926,243

従業員数 (人) ― ― 8,734 8,610 8,588



当第３四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

 
(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は( )内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数にて記載し

ております。 

  

 
(注) 従業員数は就業人員であり、出向者135名、嘱託60名及び役員10名は含んでおりません。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(人) 8,610(656)

(2) 提出会社の状況

平成21年12月31日現在

従業員数(人) 6,442



当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 
  

 
(注) １  上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２  セグメント間取引については、相殺消去しております。 

  

当社グループの事業については、事業の形態から受注金額と販売金額がほぼ同等となるために記載を

省略しております。 

  

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 
  

 
(注) １  上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２  セグメント間取引については、相殺消去しております。 

  

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度

の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)
前年同四半期比(％)

派遣事業 10,807,684 △17.3

エンジニアリングソリューション事業 457,166 △10.2

グローバル事業 198,632 △49.8

キャリアサポート事業 － △100.0

計 11,463,483 △19.1

(2) 受注状況

(3) 販売実績

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)
前年同四半期比(％)

派遣事業 12,199,397 △35.1

エンジニアリングソリューション事業 540,687 △4.2

グローバル事業 120,531 △56.5

キャリアサポート事業 80,980 △81.5

計 12,941,598 △35.6

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】



文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。 

  

当第３四半期連結累計期間(9ヶ月間：平成21年４月１日～平成21年12月31日)については、主要顧客で

ある大手製造業の技術開発投資予算も含めたコスト削減策等が未だ継続しており、事業環境は依然として

厳しい状況にあります。 

掛かる状況下、当社グループの中核事業である技術者派遣事業において、営業努力等による技術者の契

約開始数に改善の動向が見られるものの、期初からの稼働率の低迷等を主因に、当第３四半期連結累計期

間の連結売上高は、前年同四半期比223億57百万円減収の391億45百万円(前年同四半期比36.3％減)となり

ました。 

連結売上原価については、派遣事業での労務費の減少等を主因に、前年同四半期比86億68百万円減少の

349億42百万円(前年同四半期比19.8％減)、連結販売費及び一般管理費は未稼働技術者への教育訓練に伴

う費用による増加影響を受けつつも、技術者の採用関連費用の抑制等により前年同四半期比13億57百万円

減少の87億68百万円(前年同四半期比13.4％減)となりました。 

この結果、連結営業損失は45億65百万円(前年同四半期は連結営業利益77億66百万円)となりました。 

また、多数のエンジニアを常時雇用する当社グループでは、雇用調整助成金の受給を申請しており、営

業外収益として36億99百万円の助成金収入を計上し、連結経常損失は８億58百万円(前年同四半期は連結

経常利益77億57百万円)、連結四半期純損失は12億94百万円(前年同四半期は連結四半期純利益40億62百万

円)となりました。 

なお、当第３四半期連結会計期間についても、当第３四半期連結累計期間の分析と概ね同様でありま

す。当第３四半期連結会計期間における連結売上高は129億41百万円(前年同四半期比35.6％減)、連結営

業損失は13億17百万円(前年同四半期は連結営業利益23億89百万円)、連結経常損失は８百万円(前年同四

半期は連結経常利益23億59百万円)、連結四半期純損失は79百万円(前年同四半期は連結四半期純利益10億

22百万円)となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①派遣事業 

連結売上高の９割超を占める派遣事業、特に中核事業の技術者派遣事業については、営業努力等によ

り、技術者の稼働率などに改善が見られるものの、大手製造業の技術開発投資予算も含めたコスト削減策

の継続等の影響を受けて、期初より稼働率の低迷を余儀なくされました。 

これら稼働率の低迷等を主因として、派遣事業における当第３四半期連結累計期間の売上高は、前年同

四半期比204億96百万円減収の368億27百万円(前年同四半期比35.7％減)となりました。 

営業損益は、労務費を中心とする原価の低減や、採用関連費用を中心とする販売費及び一般管理費の抑

制を図りましたが、売上高の減収影響を補いきれず、41億６百万円の損失(前年同四半期は営業利益81億

16百万円)となりました。 

このように、依然として厳しい事業環境が継続していますが、派遣事業における事業統合による合理化

や営業力強化等を図り、主要顧客の大手製造業における「攻めの技術開発投資」の動向を的確に捉え、稼

働率の更なる改善・向上に努めて参ります。 

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況



なお、当第３四半期連結会計期間についても、当第３四半期連結累計期間の分析と概ね同様でありま

す。当第３四半期連結会計期間における売上高は122億17百万円(前年同四半期比35.2％減)、営業損失は

12億４百万円(前年同四半期は営業利益26億円)となりました。 

  

②エンジニアリングソリューション事業 

エンジニアリングソリューション事業は、解析関連技術、試作・金型製作・成型関連の技術サービス及

びプリント基板事業等の技術支援事業を行っています。 

エンジニアリングソリューション事業における当第３四半期連結累計期間の売上高は、前年同四半期比

５億66百万円減収の18億69百万円(前年同四半期比23.2％減)、営業利益は前年同四半期比47百万円減益の

58百万円(前年同四半期比44.7％減)となりました。 

解析関連技術を行う株式会社メイテックＣＡＥは、株式会社スリーディーテックからの事業受け入れの

みならず、サービス内容の拡充や営業強化等が功を奏し、増収増益を達成しています。一方、プリント基

板事業を行うアポロ技研グループは、市況悪化等に伴い、減収減益、営業損失となりました。 

なお、当第３四半期連結会計期間についても、当第３四半期連結累計期間の分析と概ね同様でありま

す。当第３四半期連結会計期間における売上高は６億50百万円(前年同四半期比6.6％減)、営業利益は45

百万円(前年同四半期比136.4％増)となりました。 

  

③グローバル事業 

グローバル事業は、主にブリッジエンジニア事業(中国の研修事業拠点で育成した中国人エンジニアを

日本に招聘し派遣する事業)と中国での教育事業及び人材紹介事業を行っています。 

グローバル事業における当第３四半期連結累計期間の売上高は、前年同四半期比４億69百万円減収の５

億２百万円(前年同四半期比48.2％減)、営業損益はブリッジエンジニアの配属に時間を要している事を主

因に５億30百万円の損失(前年同四半期は営業損失３億93百万円)となりました。 

なお、当第３四半期連結会計期間についても、当第３四半期連結累計期間の分析と概ね同様でありま

す。当第３四半期連結会計期間における売上高は１億58百万円(前年同四半期比53.1％減)、営業損失は１

億47百万円(前年同四半期は営業損失１億85百万円)となりました。 

  

④キャリアサポート事業 

キャリアサポート事業は、主にエンジニアに特化した職業紹介事業及び情報ポータルサイト事業を行っ

ています。 

キャリアサポート事業の当第３四半期連結累計期間の売上高は、平成21年５月１日に日本ドレーク・ビ

ーム・モリン株式会社の再就職支援事業をテンプスタッフ株式会社に譲渡した影響等により、前年同四半

期比10億59百万円減収の４億31百万円(前年同四半期比71.0％減)、営業利益は前年同四半期比92百万円増

益の１百万円(前年同四半期は営業損失90百万円)となりました。 

中核事業である技術者派遣事業の実績を活かしたエンジニア特化型の職業紹介事業を行う株式会社メイ

テックネクストは、市況悪化で厳しい環境下にあり営業損失を計上しましたが、赤字額は前年同四半期比

で縮小しています。 



なお、当第３四半期連結会計期間についても、当第３四半期連結累計期間の分析と概ね同様でありま

す。当第３四半期連結会計期間における売上高は80百万円(前年同四半期比82.2％減)、営業損失は13百万

円(前年同四半期は営業損失59百万円)となりました。 

  

(注)  上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

（資産の状況） 

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）の連結総資産は、前連結会計年度末（平成21年３月

31日）に比して83億20百万円減少し、459億９百万円(前連結会計年度末比15.3％減)となりました。 

これは、現金及び預金の減少並びに受取手形及び売掛金の減少に伴い流動資産が前連結会計年度末比で

66億90百万円減少し、266億５百万円(前連結会計年度末比20.0％減)となった事等が主因です。 

なお、現金及び預金の減少は、当第３四半期連結累計期間の経営成績の結果の反映に加えて、賞与の支

給、法人税の納付、配当金の支払等が主因です。 

（負債の状況） 

当第３四半期連結会計期間末の連結負債は、前連結会計年度末に比して51億82百万円減少し、128億78

百万円(前連結会計年度末比28.6％減)となりました。 

これは、流動負債が前連結会計年度末比で57億41百万円減少し、52億85百万円(前連結会計年度末比

52.0％減)となった事等が主因です。 

なお、流動負債の減少は、賞与の支給等に伴う未払費用の減少、法人税の納付に伴う未払法人税等の減

少等が主因です。 

（純資産の状況） 

当第３四半期連結会計期間末の連結純資産は、前連結会計年度末に比して31億38百万円減少し、330億

31百万円(前連結会計年度末比8.6％減)となりました。 

これは、株主資本が前連結会計年度末比で30億34百万円減少し、337億12百万円(前連結会計年度末比

8.2％減)となった事等が主因です。 

なお、株主資本の減少は、当第３四半期連結累計期間の経営成績の結果の反映や配当金の支払等が主因

です。 

  

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、税金等調整前四半

期純損失が５百万円(前年同四半期は税金等調整前四半期純利益20億65百万円)となったこと、自己株式の

取得による支出がなかったこと(前年同四半期に比して14億１百万円減少、前年同四半期比100.0％減)、

配当金の支払額が７億66百万円(前年同四半期に比して７億37百万円減少、前年同四半期比49.0％減)とな

ったこと等により、資金の増減額が13億10百万円の減少(前年同四半期に比して19億89百万円増加、前年

同四半期は32億99百万円の減少)となったことから、資金は133億40百万円(第２四半期連結会計期間末に

比して13億10百万円減少、前年同四半期比8.1％減)となりました。 

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりでありま

す。 

  

(2)財政の状況

(3)キャッシュ・フローの状況



（営業活動によるキャッシュ・フローの状況） 

当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金の減少は５億80百万円(前年同四半期は66百万

円の資金の減少)となりました。 

これは、当第３四半期連結会計期間の業績の状況を反映して税金等調整前四半期純損失が５百万円(前

年同四半期は税金等調整前四半期純利益20億65百万円)となると共に、売上債権の増減額が２億86百万円

の増加(前年同四半期に比して10億48百万円増加、前年同四半期は７億61百万円の減少)となったこと、業

績連動型の労務費の調整に伴い未払費用の増減額が10億67百万円の減少(前年同四半期に比して13億60百

万円増加、前年同四半期は24億27百万円の減少)となったこと等が主な要因であります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フローの状況） 

当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金の増加は１億19百万円(前年同四半期は２億82

百万円の減少)となりました。 

これは、オフィスの見直し等に伴い投資その他の資産の増減額が２億２百万円の減少(前年同四半期に

比して１億40百万円減少、前年同四半期は61百万円の減少)となったこと等が主な要因であります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フローの状況） 

当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金の減少は８億47百万円(前年同四半期は、29億

４百万円の資金の減少)となりました。 

これは、自己株式の取得による支出がなかった(前年同四半期に比して14億１百万円減少、前年同四半

期比100.0％減少)こと、配当金の支払額が７億66百万円(前年同四半期に比して７億37百万円減少、前年

同四半期比49.0％減少)となったこと等が主な要因であります。 

  

(注)  上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  



当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、

売却等の計画はありません。 

  

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画



  

 
  

  

 
  

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び平成13年改正旧商法第280条ノ21の規定に基づき新株予

約権を発行しております。 

平成14年６月25日定時株主総会決議 

  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 142,854,400

計 142,854,400

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成21年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 35,100,000 35,100,000
東京証券取引所 
(市場第一部) 

 

単元株式数 100株

計 35,100,000 35,100,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

第３四半期会計期間末現在 
(平成21年12月31日)

新株予約権の数(個) 10

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 3,066

新株予約権の行使期間
平成16年６月26日から
平成24年６月25日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 3,066
資本組入額 1,533

新株予約権の行使の条件 (注)１、２

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －



(注) １ 新株予約権は１個単位で行使しなければならない。 

２ 新株予約権者が死亡した場合、相続人が新株予約権を承継し、これを行使することができる。また、新株予

約権者が当社または当社子会社の取締役、監査役又は従業員のいずれの地位をも有さなくなった場合にも新

株予約権を行使することができる。ただし、いずれの場合も新株予約権割当契約に定める条件により、行使

可能な新株予約権の数及び行使可能期間等について制限がなされ、または新株予約権を当社に返還すべきこ

ととなることがある。 

   その他に関しては新株予約権割当契約に定めるものとする。 

３ 新株予約権割当契約において、新株予約権の第三者への譲渡、質入れその他一切の処分は認めないものと定

めている。 

４ 一部の新株予約権について、新株予約権の行使期間が、短縮されております。 

５ 新株予約権発行後の権利行使及び失権等による減少分を控除して記載しております。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

   １ 長島・大野・常松法律事務所(石塚洋之弁護士)から平成21年10月23日付で大量保有報告書の提出があり、純

投資等を目的として、アーチザン・インベストメンツ・ジーピー・エルエルシー(Artisan Investments GP 

LLC)が、平成21年10月１日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けております。 

しかしながら、当社として当第３四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができておりませ

ん。 

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

 
２ みずほ信託銀行株式会社から平成21年12月７日付で大量保有報告書の提出があり、信託財産における運用、

投資信託または投資一任契約に関する業務を目的として、みずほ信託銀行株式会社、及びみずほ投信投資顧

問株式会社の２者による共同保有形態により、平成21年11月30日現在で以下の株式を所有している旨の報告

を受けております。 

しかしながら、当社として当第３四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができておりませ

ん。 

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。 

(3) 【ライツプランの内容】

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成21年10月１日～
― 35,100,000 ― 16,825,881 ― 4,210,000

平成21年12月31日

(5) 【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
保有株券の数 

(千株)
株券等保有割合

(％)

アーチザン・インベストメン
ツ・ジーピー・エルエルシー 
(Artisan Investments GP LLC)

アメリカ合衆国53202ウィスコンシン州ミル
ウォーキー、スウィート800、ウィスコンシ
ン・アヴェニュー875E

1,759 5.01

氏名又は名称 住所
保有株券の数 

(千株)
株券等保有割合

(％)

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 1,682 4.79

みずほ投信投資顧問株式会社 東京都港区三田三丁目５番27号 95 0.27

計 ― 1,778 5.07



３ アンダーソン・毛利・友常法律事務所(柴田弘典弁護士)から平成21年12月10日付で大量保有報告書の変更報

告書の提出があり、投資顧問顧問契約に基づく顧客資産の運用を目的として、ファースト・イーグル・イン

ベストメント・マネジメント・エルエルシー(First Eagle Investment Management, LLC)が、平成21年12月

７日付で以下の株式を所有している旨の報告を受けております。 

しかしながら、当社として当第３四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができておりませ

ん。 

なお、その大量保有報告書の変更報告書は提出者の名称がアーノルド・アンド・エス・ブレイクロウダー・

アドバイザーズ・エルエルシー(Arnhold and S. Bleichroeder Advisers, LLC)からファースト・イーグ

ル・インベストメント・マネジメント・エルエルシー(First Eagle Investment Management, LLC)へ変更さ

れたことを事由に提出されており、内容は次のとおりであります。 

 
  

  

  

 
(注) １「完全議決権株式(その他)」の「株式数」の欄には、証券保管振替機構名義の株式1,400株が含まれておりま

す。 

また、「議決権の数」の欄には、証券保管振替機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数14個が含まれて

おります。 

２「単元未満株式」の「株式数」の欄には、当社所有の自己株式27株が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
保有株券の数 

(千株)
株券等保有割合

(％)

ファースト・イーグル・インベ
ストメント・マネジメント・エ
ルエルシー 
(First  Eagle  Investment 
Management, LLC)

アメリカ合衆国ニューヨーク州ニューヨーク
市アベニュー・オブ・ジ・アメリカズ1345 
(1345 Avenue of the Americas, New York, 
NY 10105-4300 U.S.A.)

4,556 12.98

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ―

議決権制限株式(その他) ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 1,949,500 ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 33,035,600 330,356

単元未満株式 普通株式 114,900 ―
一単元(100株) 
未満の株式

発行済株式総数 35,100,000 ― ―

総株主の議決権 ― 330,356 ―



 
  

  

 
(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありま

せん。 

② 【自己株式等】

平成21年12月31日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

株式会社メイテック
名古屋市西区康生通 
二丁目20番地１

1,949,500 ― 1,949,500 5.5

計 ― 1,949,500 ― 1,949,500 5.5

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年 
 ４月

 
 ５月

 
 ６月  ７月  ８月  ９月  10月

 
 11月

 
 12月

最高(円) 1,341 1,506 1,813 1,798 1,947 1,881 1,598 1,584 1,369

最低(円) 1,201 1,243 1,290 1,465 1,655 1,512 1,404 1,236 1,202

３ 【役員の状況】



当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期

間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３

四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成

21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しており

ます。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月

１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レビューを受け、当第３四半

期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年

４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツ

により四半期レビューを受けております。 

なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成

21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツとなりました。 

  

第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について



１ 【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円） 

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金 13,540,896 18,526,243 

受取手形及び売掛金 ※２ 8,303,227 10,985,629 

仕掛品 430,800 434,673 

その他 4,335,236 3,362,980 

貸倒引当金 △4,504 △13,686 

流動資産合計 26,605,655 33,295,840 

固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物（純額） 8,209,577 8,637,957 

その他（純額） 4,049,693 4,180,921 

有形固定資産合計 ※１ 12,259,270 ※１ 12,818,878 

無形固定資産 

のれん － 195,000 

その他 2,824,568 3,292,548 

無形固定資産合計 2,824,568 3,487,548 

投資その他の資産 

その他 4,506,057 4,956,676 

貸倒引当金 △285,595 △328,287 

投資その他の資産合計 4,220,461 4,628,389 

固定資産合計 19,304,301 20,934,816 

資産合計 45,909,956 54,230,657 

負債の部 

流動負債 

支払手形及び買掛金 97,983 84,218 

未払費用 3,811,479 7,000,354 

未払法人税等 47,529 1,214,421 

引当金 － 92,820 

その他 1,328,509 2,634,693 

流動負債合計 5,285,501 11,026,508 

固定負債 

退職給付引当金 7,547,934 6,988,404 

その他 45,506 46,348 

固定負債合計 7,593,441 7,034,752 

負債合計 12,878,942 18,061,260 



（単位：千円） 

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部 

株主資本 

資本金 16,825,881 16,825,881 

資本剰余金 14,451,416 14,451,738 

利益剰余金 8,326,279 11,360,915 

自己株式 △5,891,046 △5,891,268 

株主資本合計 33,712,531 36,747,267 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 11,843 11,443 

土地再評価差額金 △883,049 △883,049 

為替換算調整勘定 △7,218 △11,644 

評価・換算差額等合計 △878,424 △883,250 

少数株主持分 196,907 305,379 

純資産合計 33,031,014 36,169,396 

負債純資産合計 45,909,956 54,230,657 



(2) 【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円） 

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 61,502,933 39,145,048 

売上原価 43,610,537 34,942,007 

売上総利益 17,892,396 4,203,041 

販売費及び一般管理費 ※１ 10,126,191 ※１ 8,768,562 

営業利益又は営業損失（△） 7,766,205 △4,565,520 

営業外収益 

受取利息 15,540 9,517 

受取配当金 7,871 5,747 

助成金収入 － 3,699,193 

その他 40,628 51,023 

営業外収益合計 64,039 3,765,481 

営業外費用 

支払利息 167 3 

コミットメントフィー 15,758 15,692 

為替差損 39,003 17,798 

その他 18,042 25,165 

営業外費用合計 72,972 58,659 

経常利益又は経常損失（△） 7,757,272 △858,698 

特別利益 

投資有価証券売却益 4,940 11,945 

貸倒引当金戻入額 3,651 26,150 

その他 2,341 690 

特別利益合計 10,933 38,786 

特別損失 

固定資産売却損 － 2 

固定資産除却損 ※２ 289,195 ※２ 31,766 

その他 68,386 4,044 

特別損失合計 357,581 35,813 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期純
損失（△） 

7,410,624 △855,724 

法人税等 3,328,671 452,089 

少数株主利益又は少数株主損失（△） 19,865 △13,579 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 4,062,086 △1,294,235 



【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円） 

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 20,106,072 12,941,598 

売上原価 14,180,575 11,463,483 

売上総利益 5,925,496 1,478,115 

販売費及び一般管理費 ※１ 3,536,487 ※１ 2,795,610 

営業利益又は営業損失（△） 2,389,008 △1,317,495 

営業外収益 

受取利息 5,563 3,209 

受取配当金 3,660 2,946 

助成金収入 － 1,291,644 

その他 13,192 19,086 

営業外収益合計 22,416 1,316,886 

営業外費用 

支払利息 70 － 

コミットメントフィー 5,274 5,241 

為替差損 39,932 － 

その他 6,654 2,633 

営業外費用合計 51,932 7,875 

経常利益又は経常損失（△） 2,359,492 △8,483 

特別利益 

投資有価証券売却益 － 11,945 

貸倒引当金戻入額 2,663 － 

その他 － 690 

特別利益合計 2,663 12,636 

特別損失 

固定資産売却損 － 0 

固定資産除却損 ※２ 284,778 ※２ 8,507 

その他 12,059 847 

特別損失合計 296,837 9,355 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期純
損失（△） 

2,065,318 △5,203 

法人税等 1,048,470 68,578 

少数株主利益又は少数株主損失（△） △5,913 5,624 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,022,762 △79,405 



(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円） 

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△） 

7,410,624 △855,724 

減価償却費 855,837 1,028,510 

のれん償却額 25,557 55 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 433,967 559,530 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 538 △25,477 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △30,912 △92,820 

受取利息及び受取配当金 △23,411 △15,264 

支払利息 167 3 

投資有価証券売却損益（△は益） △4,940 △11,945 

投資有価証券評価損益（△は益） 3,379 － 

ゴルフ会員権評価損 400 － 

固定資産売却損益（△は益） － 2 

固定資産除却損 287,250 31,747 

売上債権の増減額（△は増加） 1,207,947 2,623,171 

たな卸資産の増減額（△は増加） △287,872 △306,988 

その他の流動資産の増減額（△は増加） 71,489 △1,268,508 

仕入債務の増減額（△は減少） △15,254 13,764 

未払費用の増減額（△は減少） △2,628,804 △3,169,435 

その他の流動負債の増減額（△は減少） 456,516 518,549 

その他 310,002 △501,410 

小計 8,072,484 △1,472,241 

利息及び配当金の受取額 20,840 14,289 

利息の支払額 △167 △3 

法人税等の支払額 △4,925,414 △1,308,874 

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,167,741 △2,766,830 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

定期預金の払戻による収入 900,000 400,000 

有形固定資産の取得による支出 △90,963 △105,984 

有形固定資産の売却による収入 － 492 

無形固定資産の取得による支出 △1,044,599 △328,370 

投資有価証券の取得による支出 △2,480 － 

投資有価証券の売却による収入 453,790 11,945 

投資その他の資産の増減額（△は増加） 19,820 181,317 

子会社株式の売却による支出 － △200,601 

その他 1,086 240 

投資活動によるキャッシュ・フロー 236,653 △40,960 



（単位：千円） 

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

自己株式の取得による支出 △2,805,056 △401 

自己株式の売却による収入 855 301 

配当金の支払額 △2,689,705 △1,694,850 

少数株主への配当金の支払額 △6,662 △12,896 

少数株主からの払込みによる収入 9,703 － 

少数株主への払戻による支出 － △80,598 

その他 △2,274 △1,192 

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,493,138 △1,789,637 

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,659 12,081 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,086,084 △4,585,346 

現金及び現金同等物の期首残高 16,612,303 17,926,243 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 14,526,218 ※１ 13,340,896 



  

 
  

  

 
  

  

 
  

  

 
  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日  至 平成21年12月31日)

   連結の範囲に関する事項の変更 (1)連結の範囲の変更 

 当第３四半期連結会計期間において、明達科(杭州)科技培訓有限公

司を清算したため、連結の範囲から除外しております。 

  

(2)変更後の連結子会社の数 

 17社

【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日  至 平成21年12月31日)

   固定資産の減価償却費の算定方法  固定資産の年度中の取得、売却及び除却等の見積りを考慮した予算

に基づく年間償却予定額を期間按分する方法によっております。 

 なお、定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る

減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日  至 平成21年12月31日)

   税金費用の計算  税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年

度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的

に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算して

おります。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日)

※１ 控除されている有形固定資産の減価償却累計額

13,964,813千円

※１ 控除されている有形固定資産の減価償却累計額

14,015,897千円

※２ 期末満期手形

   当第３四半期連結会計期間末日満期手形の会計処

理については、手形交換日をもって決済処理して

おります。 

なお、当第３四半期連結会計期間の末日は金融機

関の休日であったため、次の満期手形が当第３四

半期連結会計期間末日の残高に含まれておりま

す。

   

   受取手形            1,965千円

 ―



  

 
  

  

 
  

  

 
  

(四半期連結損益計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

      報酬、給与及び賞与          3,382,279 千円 

      役員賞与引当金繰入額          104,439 千円 

   退職給付費用          101,987 千円 

      貸倒引当金繰入額                4,189 千円 

  

※２ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

      建物及び構築物                2,345 千円 

      有形固定資産(その他)           32,813 千円 

      無形固定資産(その他)          252,091 千円 

      附帯費用                        1,944 千円 

      なお、無形固定資産(その他)には、ソフト 

      ウェア仮勘定除却損232,150千円が含まれて 

      おります。

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

       報酬、給与及び賞与         3,917,282 千円 

       退職給付費用                 147,554 千円 

  

 

  

※２ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

      建物及び構築物               21,997 千円 

      有形固定資産(その他)            2,506 千円 

      無形固定資産(その他)            7,243 千円 

      附帯費用                           18 千円 

 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

      報酬、給与及び賞与          1,100,332 千円 

      役員賞与引当金繰入額           30,807 千円 

      退職給付費用                   32,618 千円 

  

※２ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

      建物及び構築物                1,888 千円 

      有形固定資産(その他)           29,542 千円 

      無形固定資産(その他)          252,091 千円 

      附帯費用                        1,255 千円 

      なお、無形固定資産(その他)には、ソフト 

      ウェア仮勘定除却損232,150千円が含まれて 

      おります。

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

      報酬、給与及び賞与         1,286,251 千円 

      退職給付費用                  49,838 千円 

  

 

※２ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりでありま

す。 

      建物及び構築物                7,740 千円 

      有形固定資産(その他)              748 千円 

      附帯費用                           18 千円 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

※  現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末

残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係(平成20年12月31日現在) 

 

現金及び預金勘定 15,526,218千円

預入期間が３ヶ月を超える定期
預金

△1,000,000千円

現金及び現金同等物 14,526,218千円

※  現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末

残高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係(平成21年12月31日現在) 

 

現金及び預金勘定 13,540,896千円

預入期間が３ヶ月を超える定期
預金

△200,000千円

現金及び現金同等物 13,340,896千円



当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日

至 平成21年12月31日) 

１  発行済株式の種類及び総数 

 
  

２  自己株式の種類及び株式数 

 
  

３  配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間末後となるもの 

該当事項はありません。 

  

４  株主資本の金額の著しい変動に関する事項 

主な変動事由は剰余金の配当でありますが、当該事項については前項の「３ 配当に関する事項」に

記載のとおりであります。 

  

当第３四半期連結会計期間末(平成21年12月31日) 

その他有価証券で時価のあるものについて、事業の運営において重要性が乏しく、前連結会計年度末

に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

(株主資本等関係)

普通株式 35,100千株

普通株式 1,949千株

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(千円)
配当の原資

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月23日 
定時株主総会

普通株式 928,215 利益剰余金 28.00 平成21年３月31日 平成21年６月24日

平成21年11月12日 
取締役会

普通株式 812,185 利益剰余金 24.50 平成21年９月30日 平成21年11月27日

(有価証券関係)

(デリバティブ取引関係)

(ストック・オプション等関係)

(企業結合等関係)



前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日 至 平成20年12月31日) 

 
前第３四半期連結累計期間(自  平成20年４月１日 至 平成20年12月31日) 

 
(注) １  事業区分の方法 

事業はその内容と市場の類似性を考慮して区分しております。 

当社グループでは、派遣事業、エンジニアリングソリューション事業、グローバル事業、キャリアサポート

事業の４つの事業に分類しております。 

２ 各区分の主な事業内容 

①派遣事業・・・ 技術者派遣事業を中心としたフルライン型派遣事業 

②エンジニアリングソリューション事業・・・ 

 解析、プリント基板設計、金型試作等のサービスコンテンツ事業 

③グローバル事業・・・ 海外エンジニアの育成事業、人材供給事業 

④キャリアサポート事業・・・ 再就職支援事業、職業紹介事業 

３ 会計基準等の改正に伴う変更 

①四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更の「２．会計処理基準に関する事項の変

更」の「（1）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間

より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用しており

ます。これによる当第３四半期連結累計期間における各々の事業の種類別セグメントの損益に与える影響

は軽微であります。  

②四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更の「２．会計処理基準に関する事項の変

更」の「（2）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用」に記

載のとおり、当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す

る当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用しております。これによる当第３四

半期連結累計期間における「グローバル事業」の損益に与える影響は軽微であります。なお、その他の事

業である「派遣事業」、「エンジニアリングソリューション事業」、及び「キャリアサポート事業」にお

いては影響はありません。 

  

(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

派遣事業 
(千円)

エンジニア
リングソリ
ューション

事業 
(千円)

グローバル
事業 
(千円)

キャリア
サポート 
事業 
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高

  (1) 外部顧客に対する 
      売上高

18,824,190 564,546 277,445 439,890 20,106,072 ― 20,106,072

  (2) セグメント間の内部 
      売上高又は振替高

37,417 131,481 61,048 15,762 245,709 (245,709) ―

計 18,861,607 696,027 338,494 455,652 20,351,781 (245,709) 20,106,072

営業利益又は営業損失(△) 2,600,812 19,244 △185,112 △59,181 2,375,762 13,246 2,389,008

派遣事業 
(千円)

エンジニア
リングソリ
ューション

事業 
(千円)

グローバル
事業 
(千円)

キャリア
サポート 
事業 
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高

  (1) 外部顧客に対する 
      売上高

57,190,259 2,059,192 812,590 1,440,891 61,502,933 ― 61,502,933

  (2) セグメント間の内部 
      売上高又は振替高

134,160 376,775 159,119 49,957 720,013 (720,013) ―

計 57,324,420 2,435,967 971,709 1,490,848 62,222,946 (720,013) 61,502,933

営業利益又は営業損失(△) 8,116,772 105,726 △393,392 △90,465 7,738,641 27,564 7,766,205



当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日 至 平成21年12月31日) 

 
当第３四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日) 

 
(注) １  事業区分の方法 

事業はその内容と市場の類似性を考慮して区分しております。 

当社グループでは、派遣事業、エンジニアリングソリューション事業、グローバル事業、キャリアサポート

事業の４つの事業に分類しております。 

２ 各区分の主な事業内容 

①派遣事業・・・ 技術者派遣事業を中心としたフルライン型派遣事業 

②エンジニアリングソリューション事業・・・ 

 解析、プリント基板設計、金型試作等のサービスコンテンツ事業 

③グローバル事業・・・ 海外エンジニアの育成事業、人材供給事業 

④キャリアサポート事業・・・ 職業紹介事業 

  

派遣事業 
(千円)

エンジニア
リングソリ
ューション

事業 
(千円)

グローバル
事業 
(千円)

キャリア
サポート 
事業 
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高

  (1) 外部顧客に対する 
      売上高

12,199,397 540,687 120,531 80,980 12,941,598 ― 12,941,598

  (2) セグメント間の内部 
      売上高又は振替高

18,349 109,338 38,012 ― 165,700 (165,700) ―

計 12,217,746 650,026 158,544 80,980 13,107,298 (165,700) 12,941,598

営業利益又は営業損失(△) △1,204,317 45,495 △147,755 △13,495 △1,320,073 2,578 △1,317,495

派遣事業 
(千円)

エンジニア
リングソリ
ューション

事業 
(千円)

グローバル
事業 
(千円)

キャリア
サポート 
事業 
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社 
(千円)

連結
(千円)

売上高

  (1) 外部顧客に対する 
      売上高

36,764,558 1,548,872 400,198 431,420 39,145,048 ― 39,145,048

  (2) セグメント間の内部 
      売上高又は振替高

63,332 320,414 102,291 254 486,293 (486,293) ―

計 36,827,890 1,869,287 502,489 431,674 39,631,342 (486,293) 39,145,048

営業利益又は営業損失(△) △4,106,693 58,407 △530,625 1,871 △4,577,039 11,519 △4,565,520



前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)及び前第３四半期連結累計

期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。 

  

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計

期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。 

  

前第３四半期連結会計期間(自  平成20年10月１日  至  平成20年12月31日)及び前第３四半期連結累計

期間(自  平成20年４月１日  至  平成20年12月31日) 

海外売上高の合計が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

当第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)及び当第３四半期連結累計

期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日) 

海外売上高の合計が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】



１  １株当たり純資産額 

 
(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

２  １株当たり四半期純利益金額等 

 
(注)  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

(１株当たり情報)

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 990.45円 １株当たり純資産額 1,081.85円

当第３四半期連結会計期間末 
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末 
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 33,031,014 純資産の部の合計額(千円) 36,169,396

純資産の部の合計額から控除する金額
(千円)(少数株主持分)

196,907
純資産の部の合計額から控除する金額
(千円)(少数株主持分)

305,379

普通株式に係る四半期連結会計期間末
の純資産額(千円)

32,834,106
普通株式に係る連結会計年度末の純資
産額(千円)

35,864,016

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た四半期連結会計期間末の普通株式の
数(千株)

33,150
１株当たり純資産額の算定に用いられ
た連結会計年度末の普通株式の数(千
株)

33,150

前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 119.58円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 39.04円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、１株当たり四半期純損失金額であるため記載し
ておりません。

前第３四半期連結累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年12月31日)

四半期純利益金額(千円) 4,062,086 四半期純損失金額(千円) 1,294,235

普通株式に帰属しない金額(千円) ― 普通株式に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千
円)

4,062,086
普通株式に係る四半期純損失金額(千
円)

1,294,235

普通株式の期中平均株式数(千株) 33,967 普通株式の期中平均株式数(千株) 33,150

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式で、
前連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式で、
前連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

平成10年６月26日株主総会決議の新株予約権（ストック
オプション） 
平成20年６月26日において行使期間が満了したため、該
当する新株予約権が失権しております。 
 

平成11年６月29日株主総会決議の新株予約権（ストック
オプション） 
平成21年６月29日において行使期間が満了したため、該
当する新株予約権が失権しております。

平成16年６月24日株主総会決議の新株予約権（ストック
オプション）  
平成20年６月24日において行使期間が満了したため、該
当する新株予約権が失権しております。



  

 
(注)  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

該当事項はありません。 

  

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当第３四半期連結会計期間末に

おける未経過リース料残高相当額は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載

しておりません。 

  

中間配当 

第37期（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日）中間配当については、平成21年11月12日

開催の取締役会において、平成21年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対して次のとおり

中間配当を行うことを決議いたしました。 

前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 30.48円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない
ため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 2.39円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、１株当たり四半期純損失金額であるため記載し
ておりません。

前第３四半期連結会計期間
(自  平成20年10月１日
至  平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

四半期純利益金額(千円) 1,022,762 四半期純損失金額(千円) 79,405

普通株式に帰属しない金額(千円) ― 普通株式に帰属しない金額(千円) ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千
円)

1,022,762
普通株式に係る四半期純損失金額(千
円)

79,405

普通株式の期中平均株式数(千株) 33,552 普通株式の期中平均株式数(千株) 33,150

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式で、
前連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式で、
前連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

(重要な後発事象)

(リース取引関係)

２ 【その他】

イ 中間配当金の総額 812,185千円

ロ １株当たりの中間配当額 24円50銭

ハ 支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成21年11月27日



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



  

平成21年２月12日

株式会社メイテック 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社メイテックの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成

20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。  

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

  

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メイテック及び連結子会社の平成

20年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。  

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

 
  
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

監査法人トーマツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 宮  坂  泰  行  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 武  井  雄  次  ㊞

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。



  

平成22年２月８日

株式会社メイテック 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社メイテックの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成

21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社メイテック及び連結子会社の平成

21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 
  
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任
社員 
業務執行社員

公認会計士    平    野         満    印

指定有限責任
社員 
業務執行社員

公認会計士    武    井    雄    次    印

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。


